
 

独立行政法人福祉医療機構年度計画 

 

 

独立行政法人福祉医療機構は、国の政策と連携した福祉医療分野の事業等を通じ、国

民に信頼される総合的支援機関となることを目指して、適切な業務運営に努めることと

する。 

平成１８年度の業務運営について、独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号）

第３１条第１項の規定に基づき、独立行政法人福祉医療機構年度計画を、次のとおり定

める。 

 

平成１８年３月３１日 

 

 

独立行政法人福祉医療機構 

理事長 山口 剛彦 

 

 

第１ 法人全体の業務の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置 

 法人全体の業務運営の改善を推進するための仕組みの適切な運用と機能強化に努め

ることとする。 

 

（１）「年金積立金管理運用独立行政法人法（平成１６年法律第１０５号）」により、年

金資金運用基金から平成１８年４月１日に承継年金住宅融資等債権管理回収業務

及び承継教育資金貸付けあっせん業務を承継したことに伴う業務体制の整備を行

うとともに、既存の事業についても、より効率的な業務運営を行うため、業務の実

態を踏まえつつ、組織のスリム化を図る。 

 

（２）品質マネジメントシステム（以下「ＱＭＳ」という。）の定着と運用の高度化を

図るため、次の取組みを行う。 

ア 事務リスク等の軽減のための予防措置の効果的な実施 

イ 役職員に対する研修及び職員に対する教育・訓練プログラムの充実 

ウ 業務上の課題、顧客からの要求等に効果的に対応するための仕組みづくり 

エ 医療貸付における代理貸付業務及び承継年金住宅融資等債権管理回収業務等へ

のＱＭＳの適用拡大及び平成１９年度の認証取得に向けた取得条件の整備 

 



（３）人事評価制度の運用の改善を図るとともに、人材の育成や活用についてスタッフ

制やキャリアパスの導入に係る基本的な方針を取りまとめる。 
 
（４）トップマネジメント機能が有効に発揮されるよう、経営企画会議等の適切かつ効

率的な運営に努める。 
   また、「行政改革の重要方針」（平成１７年１２月２４日閣議決定）に基づく機構

の融資業務を始めとした業務・組織全般の見直しの検討に当たっては、厚生労働省

と連携し適切に対応する。 

 

（５）平成１７年度に実施した管理会計試行プロジェクトの結果に基づき、費用対効果

分析手法の検討を行う。 

 

（６）事務リスク管理については、継続的にリスクの洗い出しを行うとともに、引き続

き、リスク回避等その対応策を取りまとめる。 

福祉医療貸付事業については、リスク管理債権を債権区分別に適切に管理すると

ともに、審査業務に資するためリスク管理債権の発生要因別の分析を行う。また、

診療報酬債権等担保融資制度に係る債権については、マニュアルに基づき適切な債

権管理・回収を行う。 

貸出条件緩和債権については、事業の公共性、経営状態等を十分に把握し、適正

な審査を行うとともに、リスク管理債権の回収については、特に毀損の著しい債権

(破綻先債権・６か月以上の延滞債権)の管理の徹底を図り、必要に応じて債権保全

措置を的確に実施する。 

なお、リスク管理債権の抑制の観点から、業況注視等を要する貸付案件について

のモニタリングの強化を図る。 

 

（７）ＡＬＭ（資産負債管理）システムを活用して、貸付事業に係る財務構造の状況の

定期的な把握及び予算要求等のタイミングに合わせた分析を行うとともに、職員に

対して、ＡＬＭモデル分析の理解を深め、分析手法を習得するための研修等を実施

する。 

   また、貸付、債権管理、経理等の担当部署が保有する信用リスクに係る情報を総

合的に把握し、共有化するための仕組みづくりに取り組むとともに、信用リスク分

析のためのモデルを構築する。 

   他法人の資産担保証券（ＡＢＳ）の発行状況等の情報収集に努めるとともに、発

行環境及び発行条件の分析を行う。 

 

（８）効率的な事務処理を推進する観点から、電子申請に適用する業務の検討を行うと



ともに、機構の情報システムの利活用についても併せて検討する。 

 

（９）一般管理費、福祉保健医療情報サービス事業費等の経費については、経費節減に

関する中期目標の達成を念頭に置きつつ、引き続き効率的な利用に努める。 

なお、承継年金住宅融資等管理回収業務及び承継教育資金貸付けあっせん業務に

係る一般管理費、業務経費等の経費（承継年金住宅融資等債権管理回収業務に係る

金融機関及び債権回収会社への業務委託費並びに抵当権移転登記経費並びに承継

教育資金貸付けあっせん業務に係る転貸法人への業務委託費を除く。）については、

円滑な業務移管に配慮しつつ、節約に努める。 

   また、福祉医療貸付事業については、事業費削減に関する中期目標の達成に向け

て継続的に取組みを行う。 

   「行政改革の重要方針」を踏まえ、組織のスリム化を図りつつ、人材の機能的な

活用を推進し、職員数の抑制に努め、人件費の削減に取り組む。 

 

（１０）利用希望者の利便性を向上させるため、各種事業における利用手続き、利用対

象者、利用条件その他事業利用に当たって必要な情報を、引き続きホームページ等

を積極的に活用して迅速かつ正確に提供する。 
 
（１１）業務・システムの最適化の実施に向けて、システムの監査、刷新可能性調査、

業務・システムの最適化計画策定のための業者と契約を締結し、対象となるシステ

ムの監査及び刷新可能性調査を行う。 

 

 

 

第２ 事業毎の業務運営の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置 

 

 

１ 福祉医療貸付事業 

 福祉医療貸付事業については、国の福祉政策及び医療政策に即して民間の社会福祉施

設、医療施設等の整備に対し長期・固定・低利の資金を提供すること等により、福祉、

介護、医療サービスを安定的かつ効率的に提供する基盤整備に資するため、以下の点に

特に留意してその適正な実施に努める。 

なお、当該事業に係る貸付契約額、資金交付額及び原資を次のとおり見込む。 

 

 

 



（参考） 

区  分 平成 18 事業年度 

 

貸 付 契 約 額 

 

資 金 交 付 額 

 

千円

383,700,000

419,700,000

  

原 
 

資 

 

財政融資資金借入金 

 

貸 付 回 収 金 等 

(うち財投機関債) 

 

 

330,100,000

89,600,000

(81,500,000)

 
（１）業務運営の効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 

ア 福祉医療貸付事業については、国の政策と密接に連携し、国の指針等に即して地

方公共団体が策定する公的介護施設等の整備計画及び次世代育成支援に関する行

動計画に基づく整備並びに自立支援法施行に伴う新たなサービス体系に即応した

整備等、介護、子育て支援、障害者の社会参加等の基盤整備に積極的に貢献する。 

   併せて、医療制度改革に対応して医療施設の質的向上と効率化を推進することに

より、福祉及び医療の政策目標の推進に積極的に貢献する。 

   なお、これらの整備に係る貸付けに当たっては、国の交付金制度の変更を踏まえ、

適切な対応を図る。 

 

イ 国の政策目的の達成のために特に定めるものを除外し、政策の変更、緊急措置等

やむを得ない事情による影響を控除した上で、新規契約分の利差額の状況を適切に

把握する。 

 

ウ 福祉貸付においては、国庫補助金又は交付金による対象事業の整備動向を把握す

るとともに、都道府県等地方公共団体に対する需要調査を行い、事業の計画的推進

を図る。 

   医療貸付においては、事業の計画的な推進を図るため、国の政策動向や国庫補助

金又は交付金による対象事業の整備動向を把握するとともに、利用者に対する定期

調査について、医療制度改革を踏まえた調査項目の見直しを図る。 

 



エ 政策優先度に応じて、融資率の変更等による融資条件の見直しを行い、より一層

の民間資金の活用を促進する。 

福祉貸付における協調融資制度については、覚書締結金融機関の拡大を図るとと

もに制度の適切な運用に努める。 

なお、債権買取型の証券化等、間接金融の手法等について検討を行う。 

 

（２）業務の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 

ア 継続的な審査方針の見直し、事務の合理化等により、審査期間に関する中期目標

の達成を念頭に置きつつ、審査業務の迅速化に努める。 

   また、医療貸付においては審査内容の充実を図るため、新たな分析評価手法を構

築し、その導入を図る。 

 

イ  資金交付時期に関する中期目標の達成を念頭に置きつつ、資金交付業務の迅速化

に努める。 

 

ウ 制度改正に伴う借入申込書の記載事項や様式等の変更に当たっては、申込書の不

備事項等の分析を行い、利用者の事務負担を軽減する視点で改正を行う。 

 

エ 相談窓口の体制を充実するため、受託金融機関への業務の指導を強化する実務者

研修を実施するとともに、全国数か所で融資相談会を開催する。 
   また、事業計画検討中の者については、必要に応じ、融資相談に出向くなど、サ

ービスの向上に努める。 
福祉貸付においては、各都道府県市の実務担当者を対象として貸付事業に関する

説明会を実施することとし、交付金対象事業に係る融資の取扱いについても周知を

図る。 
 
 

２ 福祉医療経営指導事業 

福祉医療経営指導事業（集団経営指導（セミナー）、個別経営診断及び開業医承継支

援事業）については、民間の社会福祉施設、医療施設の経営者に対し、公的な立場から

経営に関わる正確な情報や有益な知識を提供し、あるいは経営状況を的確に診断するこ

とにより、福祉、介護、医療サービスを安定的かつ効率的に提供できる施設の経営を支

援するため、以下の点に特に留意してその適正な実施に努める。 

 

（１）業務運営の効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 

ア 集団経営指導については、収支相償の維持に努める。 



   また、業務の効率化を図る観点から、経費削減の効果があると判断されたものに

ついて、引き続き業務の一部を外部に委託するとともに、開催時期、場所、テーマ

等を考慮したうえで、地方において同時期、同一場所でセミナーを開催する。 

イ 個別経営診断については、新しい診断料体系に基づき、引き続き事務処理の迅速

化を図るとともに、収支相償の維持に努める。 

 

（２）業務の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 

ア 経営指導業務の質の向上を図るため、福祉・医療施設等の実態調査、外部セミナ

ーや研修への参加をするとともに、外部の専門家を招聘して研究会を開催し、担当

職員の専門能力を更に向上させる。 
 
イ 集団経営指導については、引き続き告知までの事務処理の迅速化を図ることによ

り、実施２か月前までの開催告知に努めるとともに、引き続き周知広報の強化を図

る。 

   セミナーの開催に当たっては年１７回程度開催するとともに、アンケート調査に

おける受講者の満足度指標を６５ポイント以上、既存施設向け福祉セミナー及び医

療セミナーを対象とし、延べ受講者２，０００人以上の確保に努める。 

 

ウ 個別経営診断については、中期目標期間中の中期計画の達成を念頭に置きつつ、

診断実施に努める。 

   また、個別経営診断事業の新サービス体系に基づく診断を開始するとともに、経

営診断及びコンサルティング手法の改善に向けた検討を行う。 

   併せて、支援費施設の経営診断については、障害者自立支援法に基づいた新たな

報酬体系やサービス体系の整備に合わせ、適宜システム開発に向けた準備を実施す

る。 
 
エ 開業医承継支援事業については、雑誌広告などの広報宣伝により、中期目標期間

中の中期目標の達成を念頭に置きつつ、紹介件数の確保に努める。 

   また、登録者に対するフォローアップ・サービスとして、引き続き譲渡希望医の

物件案内についてメール及び郵送により配信する。 

 

 

３ 長寿・子育て・障害者基金事業 

 長寿・子育て・障害者基金事業（以下「基金事業」という。）においては、国から出

資を受けた長寿・子育て・障害者基金の運用益（独立行政法人福祉医療機構法の一部を

改正する法律（平成１６年法律第１３９号）による改正後の独立行政法人福祉医療機構



法（平成１４年法律第１６６号。以下「機構法」という。）附則第１１条第１項に基づ

く場合にあっては、基金の一部を取り崩すことにより得られた利益とする。）を用いて、

独創的・先駆的な活動など民間の創意工夫を活かしたボランティア団体等における自発

的な福祉活動に対し、次に掲げる方針により、平成１７事業年度分の助成事業の適切な

評価、平成１８事業年度分の助成事業の適正な実施、並びに平成１９事業年度分の助成

事業の募集及び選定の適正な実施に努めることとする。 

 

① 長寿社会福祉基金、高齢者・障害者福祉基金、子育て支援基金及び障害者スポーツ

支援基金の４基金により、高齢者・障害者の在宅福祉と生きがい・健康づくり、子育

て支援、障害者の社会参加等様々な民間福祉活動からの資金助成ニーズに対応してい

く。 

   なお、この場合、次の点に留意する。 

ａ 世代間交流を内容とする事業や幅広い者を対象とする事業など、必ずしも従来の

枠に留まらない新しい事業に係る要望についても、行政施策や地域のニーズの動向

等を踏まえ、積極的に助成する方向で選定するとともに、関係方面に広報する。 

ｂ 平成１９事業年度分の募集にあたり、４基金のそれぞれにつき、国の政策方針等

を勘案した重点助成分野を設定し、その重点助成分野に該当する要望について優先

的に採択する。 

  なお、多様な資金助成ニーズに対応するため平成１８年度助成分より特別分にお

いて新たに設けた複数年助成については、その対象を含め適切なあり方について検

討する。 

   また、機構法附則第１１条第１項に基づき、障害者スポーツの振興のために障害

者スポーツ国際大会への選手派遣（選手強化に関する活動を含む。）に関する活動

に対し、特に必要な助成を行う。 

ｃ 平成１６事業年度分の地域における独創的・先駆的事業（特別分）及び地域の実

情に即したきめ細かな事業（地方分）の継続状況を確認するとともに、平成１９事

業年度分の特別分及び地方分助成事業の選定においても、事業継続の能力及び意向

の確認を重視した審査を行うことにより、助成事業の８０％以上につき、助成終了

後も当該団体において事業が継続されるようにするものとする。 

② 平成１９事業年度分の助成事業の選定において、地域における特定非営利活動法人

等による活動の育成・支援に特に留意し、そのうち７０％以上は、地域において特定

非営利活動法人等が実施する独創的・先駆的事業や地域の実情に即したきめ細かな事

業に助成するものとする。 

③ 平成１６事業年度分の全助成事業を対象とした事後評価の成果を踏まえ、平成１９

事業年度分の助成事業の募集要領を策定するとともに、平成１７事業年度分の全助成

事業を対象とした事後評価を実施し、その成果を平成１９事業年度分の助成事業の選



定に反映する。 

  このため、以下の点に特に留意してその適正な実施に努めることとする。 

 

（１）業務運営の効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 

ア  中期助成計画及び金利情勢を踏まえ、平成１９事業年度分の事業計画及び運用計

画を策定する。 

 

イ  基金の運用については、安全かつ確実な方法を基本としながらも、経済情勢や市

場状況に関する情報を不断に把握し、適切な運用資産及び金融機関の選択に努める

ことにより可能な限り運用効率を高める。 

 

ウ  平成１８事業年度分の助成金の交付申請の受理から交付決定までの所要期間の

短縮については、平均で３０日以内で処理するよう努める。 

 

（２）業務の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 

ア 助成の仕組みや手続が国民に理解しやすく利用しやすいものとなるよう、次の措

置を講じる。 

（ア）ホームページなどの活用により、助成事業に関する情報提供を幅広く積極的に

行い、周知を図るとともに、様々な相談に対応する。また、募集要領は募集締め

切りの２か月前までにホームページなどで公開するなど、早期の情報提供に努め

る。 

（イ）各地で開催する事業報告会の開催と併せて、助成事業の積極的な周知を図ると

ともに、助成要望団体からの様々な相談に応じ、便宜の向上に努める。 

（ウ）平成１７年度の課題整理を踏まえ、電子申請の導入のための実施方針を検討す

る。 

 

イ  助成事業の選定及び事後評価について、外部有識者からなる「基金事業審査・評

価委員会」（以下、「審査・評価委員会」という。）において一体的に審議するとと

もに、以下の措置を講じる。 

（ア）平成１９事業年度分の助成事業の選定に当たっては、客観性及び透明性を確保

するため、次の措置を講じる。 

・ 助成については、原則として単年度限りとし、全国的規模の事業については、

事業の内容によっては３年間まで継続を認める。なお、平成１７事業年度分か

らの継続事業については、その事業評価の結果によっては打ち切る。 

・ 審査・評価委員会において、平成１７事業年度分の事業評価の成果も踏まえ、

平成１９事業年度分の助成事業の選定方針を策定し、多様なニーズに適切に対



応できる助成となるよう努める。 

・ 採択した事業については、平成１９年４月下旬までにホームページや広報誌

などで公開する。 

 （イ）平成１７事業年度分の助成事業の事後評価については、適切に評価を行うため

次の措置を講じる。 

・ 事後評価は、助成先団体が行う自己評価並びに審査・評価委員会及び事務局

が行う総合評価により行う。自己評価及び総合評価の方法については、平成１

５年度からの３か年の事業評価の成果と課題を踏まえ、その改善に努める。 

・ 評価結果については、ホームページ、広報誌などで公開する。また、評価結

果の公表に当たっては、特に評価の高い事業を、２０事業以上選び出し特に明

記するとともに、平成１８事業年度又は平成１９事業年度における年２回以上

の各地での事業報告会、年４回発行する広報誌等で紹介し、広く周知を図る。 

・ 助成団体の事業実施に対し的確な指導助言ができるよう、職員の専門性を高

めるための研修を行う。 

 

ウ 多様なニーズを踏まえた助成事業の運営を可能とするため、次の措置を講じる。 

（ア）助成先の団体との意見交換により民間福祉団体のニーズを把握するとともに、

他の大手の民間資金助成団体との間で、基金事業における事業の実施・評価の情

報提供等、情報交換・意見交換を年２回以上行うことにより、各民間資金助成団

体との事業実施ノウハウの共有化、助成の効率化に資する。 

（イ）地方分助成事業における助成業務の運用実態と成果及び課題を調査し、今後の

地方分助成事業の効果的な助成のあり方について調査研究を実施する。 

 

 

４ 退職手当共済事業 

退職手当共済事業は、社会福祉施設等を経営する社会福祉法人等の相互扶助の精神に

基づき、社会福祉施設等に従事する職員について退職手当共済制度を確立し、もって社

会福祉事業の振興に寄与するため、以下の点に留意してその適正な実施に努める。 

また、社会福祉施設職員等退職手当共済法（昭和３６年法律第１５５号。以下「共済

法」という。）の改正実施に伴う事務取扱を適正に行う。 

なお、当該事業における被共済職員数、退職手当金支給者数、退職手当金支給額及び

単位掛金額を次のとおり見込む。 

 

 

 

 



（参考） 

区  分 平成 18 事業年度 

 

4月 1日現在の被共済職員数

 

退 職 手 当 金 支 給 者 数

 

退 職 手 当 金 支 給 額

 

単 位 掛 金 額

 

 

674,586 人

 

69,473 人

82,365,055 千円

42,300 円

 

業務の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 

ア 受付から給付までの期間を短縮するため、次のことを実施する。 

（ア）国庫補助金等の退職手当金支給に必要な資金について、請求の動向に対応し迅

速に支払いが出来るよう、国及び都道府県とも調整を図り、その確保に努める。 

（イ）請求書の審査事務について、更に簡素化を進める。 

 

イ 利用者の事務負担を軽減するため、共済契約者が機構に提出する「掛金納付対象

職員届」を電子媒体による届出に改められるよう検討する。 

 

ウ すべての業務委託契約者（都道府県社会福祉協議会等）を対象とした事務打合会

を実施することとし、共済法改正後の事務処理の円滑、適正な実施を周知する。 

また、約３０都道府県において開催される共済契約者の事務担当者に対する実務

研修会（都道府県社会福祉協議会等主催）に赴き指導するとともに、掛金納付対象

職員届、請求書・退職届の記載誤りが多い共済契約者について、個別に指導する。 

 

 

５ 心身障害者扶養保険事業 

心身障害者扶養保険事業については、地方公共団体が実施する心身障害者扶養共済制

度によって地方公共団体が加入者に対して負う共済責任を保険する事業に関する業務

を安定的に行うことにより、心身障害者の保護者の不安を解消し、保護者死亡後の心身

障害者の生活安定に寄与することを目的として、以下の点に特に留意してその適正な実

施に努める。 

また、平成１７年度に国において事業の見直しの検討を進めており、引き続き国とと

もに必要な検討を行う。 



平成１７年度の決算を踏まえ、財務状況検討会で報告書を取りまとめ、国に提出する

とともに、同報告書について、①道府県・政令指定都市に対しては、事務担当者会議に

おいて報告、②加入者等に対しては、ホームページで公表、③障害者関係団体（親の会

等）に対しては、情報提供を行う。 

なお、当該事業における新規加入者数その他を次のとおり見込む。 

 

（参考） 

区  分 平成 18 事業年度 

新 規 加 入 者 数 1,764 人 

新 規 年 金 受 給 者 数 2,222 人 

保 険 対 象 加 入 者 数 93,715 人 

年金給付保険金支払対象障害者数 42,711 人 

死 亡 ・ 障 害 保 険 金 額 8,005,900 千円 

年 金 給 付 保 険 金 額 10,355,278 千円 

 

（１）業務運営の効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 

扶養保険資金については、制度に起因する資金の特性を十分に踏まえ、厚生労働大

臣の認可を受けた金銭信託契約の内容に基づき、市場動向を考慮し、安全性を重視し

た運用を行う。また、運用の適正な実施を確保するため、共同受託者に対し定期的な

運用成績等の報告を求めるとともに上記方針等に従って適切に指導を行う。 

 

（２）業務の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 

  事務担当者会議を２か所で開催し、適切に事務処理を行うための留意事項の徹底等

きめ細かに対応する。 

 

 

６ 福祉保健医療情報サービス事業（ＷＡＭ ＮＥＴ事業） 

ＷＡＭ ＮＥＴ事業については、福祉及び保健医療に関する情報システムの整備及び

管理を行い、行政機関や福祉保健医療に関係する民間団体に対して全国規模での共通の

基盤を提供することにより情報交換の推進を支援し、併せて福祉・介護及び保健医療サ

ービスの利用者に対する提供情報を拡充することを目的として、以下の点に特に留意し

てその適正な実施に努める。 

 

（１）業務運営の効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 

ア 平成１７年度に策定した、一般のインターネット接続環境を利用した送信方法に

移行するという「送信回線移行計画」に基づき、移行可能な都道府県における専用



回線を廃止する。 

 

イ 平成１８年度に厚生労働省が実施を計画している福祉保健医療事業の中からＷ

ＡＭ ＮＥＴの特性を活かすことが期待できる事業をリストアップし、ＷＡＭ ＮＥ

Ｔの利活用の可能性について検討を行う。 

 

ウ ＷＡＭ ＮＥＴの本来事業の目的を損なわない範囲で収入事業の拡大を図るとと

もに、バナー広告・介護保険業務管理ソフト広告以外の収入確保に向けた取組方針

の策定を行う。 

 

（２）業務の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 

ア 福祉保健医療分野の行政情報について、厚生労働省と調整を行い、網羅性及び迅

速性の更なる向上を図る。 

  また、平成１８年１０月に予定されている障害者自立支援事業所の番号体系の再編

に関して、厚生労働省と調整を行い、円滑な移行が可能となるよう都道府県等へ助言

と支援を行う。 

  平成１７年度に行ったＷＡＭ ＮＥＴの今後のあり方の検討の中から平成１８年度

において実施可能なものについて年度内に実施する。 

 

イ ＷＡＭ ＮＥＴモニター調査を実施し、操作性、コンテンツ等について意見聴取

を行うことにより、利用機関登録数やアクセス件数の増加に役立てる。また、機構

の顧客等を対象に、ＷＡＭ ＮＥＴの有効活用を説明し、利用機関登録の促進を図

るとともに、平成１７年度に実施したＷＡＭ ＮＥＴモニター調査の結果を踏まえ、

操作性の向上及びコンテンツの整備充実を図る。 

これらによって年度末の利用機関数５６，０００件、平成１８年度のアクセス件数

１，０００万件の確保を目指す。 

 

ウ ＷＡＭ ＮＥＴの利用の促進を図るため、利用登録が少ない都道府県を中心にＷ

ＡＭ ＮＥＴの利用促進を図る講習会を開催する。また、ＷＡＭ ＮＥＴのコンテン

ツやネットワークの充実について、学識経験者の意見を聴取するＷＡＭ ＮＥＴ事

業推進専門委員会を開催し、今後のＷＡＭ ＮＥＴ事業の展開に役立てる。 

 

エ 情報の改定に併せて情報更新や内容確認を行うほか、利用頻度の高い基本情報は

月１回月末に、その他全データは年１回年度末に、情報の正確性、最新性について

の検証作業を行う。 

 



 

７  年金担保貸付事業 

年金担保貸付事業については、公的年金の受給者に対し、その受給権を担保にする特

例措置を用いて低利で小口の資金を貸し付けることにより、高齢者等の生活の安定を支

援することを目的として、以下の点に留意してその適正な事業実施に努める。 

また、業務運営に当たっては、利用者の利便性に配慮するとともに、年金受給者にと

って無理のない返済となるよう配慮した運用に努めることとする。 

なお、当該事業における貸付契約額、資金交付額及び原資を次のとおり見込む。 

 

（参考） 

区  分 平成 18 事業年度 

 

貸 付 契 約 額 

 

資 金 交 付 額 

 

千円

220,900,000

220,900,000

原 
 

資 

 

財政融資資金借入金 

 

貸 付 回 収 金 等 

(うち財投機関債) 

 

27,000,000

193,900,000

    （40,000,000）

 

（１）業務運営の効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 

年金担保貸付事業の安定的で効率的な業務運営を行うため、業務運営コストを分析

し、その増加を抑制するとともに、貸付金利に適切に反映させる。 

 

（２）業務の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 

ア  年金担保貸付制度の周知、利用者へ配慮した運用の改善及び受託金融機関の指導

強化を図るため、次の措置を講じる。 

（ア）年金担保貸付制度の周知を図り、かつ悪質な貸金業者に対する注意喚起や生活

に無理のない借入れなどの注意を促すためリーフレット等を作成し、関係各機関

に配布する。 
（イ）利用者へ配慮した運用の改善を図るため、受託金融機関の協力を得ながら、利

用者に対し意識調査等のアンケートを実施する。 

（ウ）申込窓口等における利用者への適切な対応に努めるため、前年度に実施した受



託金融機関への制度変更後の事務処理等についてフォローアップ調査の結果を

踏まえ、受託金融機関事務打ち合せ会議を開催することにより、受託金融機関へ

の指導を強化する。 

（エ）厚生労働省における生活保護の適正化の方針に基づき、生活保護受給中の年金

担保貸付の利用を制限するなど必要な措置を実施する。 

 

イ  事務処理の簡素化を図る観点から、受託金融機関との間のデータ授受方法の効率

化を促進するため、各種剰余金の振込データの電子化を図ることを検討する。 

 

 

８  労災年金担保貸付事業 

労災年金担保貸付事業については、労災年金の受給者に対し、その受給権を担保にす

る特例措置を用いて低利で小口の資金を貸し付けることにより、労災年金受給者の生活

の安定を支援することを目的として、以下の点に留意してその適正な事業実施に努める。 

また、業務運営に当たっては、年金担保貸付事業と併せて実施するというメリットを

活かして効率的な業務運営に努めることとする。 

なお、当該事業における貸付契約額、資金交付額及び原資を次のとおり見込む。 

 

（参考） 

区  分 平成 18 事業年度 

 

貸 付 契 約 額 

 

資 金 交 付 額 

 

千円

5,800,000

5,800,000

原 

資 

 

貸 付 回 収 金 等 

 

5,800,000

 

（１）業務運営の効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 
労災年金担保貸付事業の安定的で効率的な業務運営を行うため、業務運営コストを

分析し、その増加を抑制するとともに、貸付金利に適切に反映させる。 
 

（２）業務の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 

ア  労災年金担保貸付制度の周知、利用者へ配慮した運用の改善及び受託金融機関の

指導強化を図るため、次の措置を講じる。 



（ア）労災年金担保貸付制度の周知を図り、かつ悪質な貸金業者に対する注意喚起や

生活に無理のない借入れなどの注意を促すためリーフレット等を作成し、関係各

機関に配布する。 
（イ）利用者へ配慮した運用の改善を図るため、受託金融機関の協力を得ながら、利

用者に対し意識調査等のアンケートを実施する。 

（ウ）申込窓口等における利用者への適切な対応に努めるため、前年度に実施した受

託金融機関への制度変更後の事務処理等についてフォローアップ調査の結果を

踏まえ、受託金融機関事務打ち合せ会議を開催することにより、受託金融機関へ

の指導を強化する。 

（エ）厚生労働省における生活保護の適正化の方針に基づき、生活保護受給中の労災

年金担保貸付の利用を制限するなど必要な措置を実施する。 

 

イ  事務処理の簡素化を図る観点から、受託金融機関との間のデータ授受方法の効率

化を促進するため、各種剰余金の振込データの電子化を図ることを検討する。 

 

 

９  承継年金住宅融資等債権管理回収業務 

承継年金住宅融資等債権管理回収業務については、回収金が国への納付により年金給

付の財源となることを踏まえ、以下の点に留意してその適正な業務実施に努める。 
 
（１）適切な債権管理に関する目標を達成するためにとるべき措置 

ア 転貸法人等貸付先の財務分析を年１回行うとともに、受託金融機関及び監督官庁

との連携を図り、適切な債権管理及び着実な債権回収を行う。 

 

イ 年金住宅融資等債権について年１回、貸付先についての債権分類を実施し、貸付

先の財務状況等を勘案した自己査定を行う。 

 

ウ 転貸債権に係るローン保証会社について、年１回、保証履行能力の把握及び分析

を行う。 

 

エ 受託金融機関事務打合会を年１回以上開催し、受託金融機関に対する指導を強化

する。 

 

（２）着実な債権回収に関する目標を達成するためにとるべき措置 
ア 年金住宅融資等債権について、必要に応じて関係行政機関との協議を行いつつ、

担保や保証の状況等に応じて適時的確に債権回収を行うことにより、延滞債権の発



生抑制に努める。 
 
イ 経済情勢の変化に伴うローン返済困窮者及び災害の被災者等に関しては、年金住

宅貸付の返済条件の変更措置を講ずることにより、被保険者の生活の安定を支援し

つつ、将来にわたる円滑な元利金の返済を確保する。また、災害等の被災者に係る

返済条件変更措置については、ホームページにより周知を図る。 
 
ウ 長期延滞債権については、保証履行請求及び担保物件の処分等により早期の回収

に努める。 
 
エ 転貸法人に対して必要な助言等を行うことにより、転貸法人による適切な債権回

収を推進する。また、必要に応じて転貸法人に債権管理回収に係る指導専門員を派

遣し、年１回以上指導専門員の打合せを行い、転貸法人の債権管理に関する指導を

強化する。 
 
 

１０  承継教育資金貸付けあっせん業務 

承継教育資金貸付けあっせん業務については、国民生活金融公庫又は沖縄振興開発金

融公庫から小口の教育資金の貸付けを受けようとする年金被保険者に対して、当該貸付

けを受けることについて国民生活金融公庫又は沖縄振興開発金融公庫へのあっせんを

行うことにより、年金被保険者の福祉の増進に寄与することを目的として、以下の点に

留意してその適正な業務実施に努める。 

 

ア 教育資金貸付けを受けることについてのあっせんの申込資格要件等について、リー

フレットの作成・配布及びホームページへの掲載により周知を図る。 

 

イ 教育資金貸付けを受けることについてのあっせんに関する照会等に対して適切に

対応するため、受託機関用手引書の改訂等を行う。 

 

 

第３ 予算、収支計画及び資金計画 

１  予算 

   別表１のとおり 

 

２  収支計画 

   別表２のとおり 



 

３  資金計画 

   別表３のとおり 

 

 

第４ 短期借入金の限度額 

１  限度額 

１２８，７００百万円 

 

２  想定される理由 

（１）運営費交付金の受入れの遅延等による資金不足に対応するため。 

（２）一般勘定、年金担保貸付勘定及び労災年金担保貸付勘定において、貸付原資の調

達の遅延等による貸付金の資金不足に対応するため。 

（３）共済勘定において、退職者の増加等による給付費の資金不足に対応するため。 

（４）予定外の退職者の発生に伴う退職手当の支給等、偶発的な出費に対応するため。 

 

 

第５ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとするときは、その計画 

 なし 

 

 

第６ 剰余金の使途 

・全勘定に共通する事項 

業務改善にかかる支出のための原資 

職員の資質向上のための研修等の財源 

・長寿・子育て・障害者基金勘定に係る事項 

剰余金が生じた年度の翌年度以降の助成の業務の財源 

・労災年金担保貸付勘定に係る事項 

  将来の資金需要の増加に対処するための貸付原資 

 

 

第７ その他主務省令で定める業務運営に関する事項 

 

１  職員の人事に関する計画 

（１）方針 

① 人事評価制度の運用の改善を図るとともに、人材の育成や活用についてスタッフ



制やキャリアパスの導入に係る基本的な方針を取りまとめる。 
② 個人の能力開発や専門知識・能力開発に重点を置きつつ、職務・職階に応じて、

より専門性を高めるよう研修を進める。 

③ 業務処理方法の改善を図り、業務の量・質に対応した、より適正な人員配置を行

う。 

 

（２）人員に係る指標 

平成 18 年度末の常勤職員数を年度当初の 100％以内とする。 

 

２  施設及び設備に関する計画 

 なし 

 

３ 積立金の処分に関する事項 

 なし 

 

 



予算 別表１

平成１８年度予算
（単位：千円）

一 般 勘 定
長寿・子育
て ・障害者
基 金 勘 定

共 済 勘 定保 険 勘 定
年 金 担 保
貸 付 勘 定

労災年金担
保貸付勘定

承継債権管
理回収勘定

承継教育資
金貸付けあっ
せ ん 勘 定

計

収入

運営費交付金 3,810,711 634,493 116,455 244,659 33,848 6,033,071 83,553 10,956,790
国庫補助金
給付費補助金 24,884,506 24,884,506

政府交付金 443,636 443,636
利子補給金 14,480,054 14,480,054
福祉医療貸付事業収入
福祉医療貸付金利息 59,111,725 59,111,725

経営指導事業収入 29,580 29,580
福祉保健医療情報サービス事業収入 2,628 2,628
基金事業運用収入 3,857,669 3,857,669
障害者スポーツ支援事業特別準備金戻入 254,568 254,568
退職手当共済事業収入 63,846,007 63,846,007
掛金 33,936,634 33,936,634
都道府県補助金 29,907,527 29,907,527
退職手当給付費支払資金戻入 0
給付費支払資金運用等収入 1,846 1,846

心身障害者扶養保険事業収入 31,972,776 31,972,776
保険料収入 8,926,218 8,926,218
保険金 12,605,900 12,605,900
特別給付金 64,532 64,532
弔慰金 58 58
信託運用収入 20,790 20,790
扶養保険資金戻入 10,355,278 10,355,278

年金担保貸付事業収入
年金担保貸付金利息 3,474,476 3,474,476

労災年金担保貸付事業収入
労災年金担保貸付金利息 35,091 35,091

承継債権管理回収事業収入 132,482,866 132,482,866
承継債権貸付金利息 132,452,192 132,452,192
手数料収入 30,674 30,674

承継教育資金貸付けあっせん事業収入
承継教育資金貸付けあっせん事業収入 3,552 3,552

利息収入 1,684 324 2,776 13 17,212 22,009
雑収入 23,398 1,449 1,257 381 660 89 3,231 280 30,745

計 77,903,416 4,114,010 89,366,263 32,089,612 3,722,571 69,041 138,536,380 87,385 345,888,678
支出

福祉医療貸付事業費 73,105,875 73,105,875
支払利息 72,633,740 72,633,740
業務委託費 185,099 185,099
債券発行諸費 287,036 287,036

社会福祉事業振興事業費 3,656,852 3,656,852
退職手当共済事業費 88,730,513 88,730,513
退職手当給付金 87,386,288 87,386,288
退職手当給付費支払資金繰入 1,344,225 1,344,225

心身障害者扶養保険事業費 31,972,776 31,972,776
支払保険料 8,926,218 8,926,218
年金給付保険金 10,355,278 10,355,278
弔慰金給付保険金 64,532 64,532
特別弔慰金給付金 58 58
扶養保険資金繰入 12,626,690 12,626,690

年金担保貸付事業費 3,106,783 3,106,783
支払利息 1,119,462 1,119,462
業務委託費 1,884,853 1,884,853
債券発行諸費 102,468 102,468

労災年金担保貸付事業費
業務委託費 32,605 32,605

業務経費 1,703,860 75,433 360,092 36,112 83,595 10,357 5,383,840 30,878 7,684,167
福祉医療貸付業務経費 602,457 602,457
経営指導業務経費 87,675 87,675
福祉保健医療情報サービス業務経費 1,013,728 1,013,728
社会福祉事業振興業務経費 75,433 75,433
退職手当共済業務経費 360,092 360,092
心身障害者扶養保険業務経費 36,112 36,112
年金担保貸付業務経費 83,595 83,595
労災年金担保貸付業務経費 10,357 10,357
承継債権管理回収業務経費 5,383,840 5,383,840
承継教育資金貸付けあっせん業務経費 30,878 30,878

一般管理費 276,273 50,309 34,983 8,196 39,552 7,502 127,531 10,808 555,154
人件費 1,887,868 329,222 240,675 72,528 124,948 16,091 524,931 45,699 3,241,962

計 76,973,876 4,111,816 89,366,263 32,089,612 3,354,878 66,555 6,036,302 87,385 212,086,687
(注）　千円未満を切り捨ててあるので、合計とは端数において合致しないものがある。

区          別

金                     額



収支計画 別表２

平成１８年度収支計画
（単位：千円）

一 般 勘 定
長寿・子育て・
障 害 者 基 金
勘 定

共 済 勘 定保 険 勘 定
年 金 担 保
貸 付 勘 定

労 災 年 金 担
保 貸 付 勘 定

承 継 債 権 管
理 回 収 勘 定

承 継 教 育 資
金貸付けあっ
せ ん 勘 定

計

費用の部 79,292,106 4,114,010 84,362,741 25,796,769 3,568,477 69,832 6,036,302 87,385 203,327,625
経常費用 79,292,106 4,114,010 83,007,003 19,463,018 3,568,477 69,832 6,036,302 87,385 195,638,135
福祉医療貸付業務費 75,953,290 75,953,290
借入金利息 70,665,068 70,665,068
債券利息 3,516,885 3,516,885
債券発行諸費 287,036 287,036
債券発行差金償却 6,692 6,692
業務委託費 185,344 185,344
福祉医療貸付業務経費 594,632 594,632
貸倒引当金繰入 697,633 697,633

経営指導業務費
経営指導業務経費 87,074 87,074

福祉保健医療情報サービス業務費
福祉保健医療情報サービス業務経費 1,013,272 1,013,272

社会福祉事業振興業務費 3,730,849 3,730,849
社会福祉事業振興事業費 3,656,852 3,656,852
社会福祉事業振興業務経費 73,997 73,997

退職手当共済業務費 82,723,998 82,723,998
退職手当給付金 82,365,055 82,365,055
退職手当共済業務経費 358,943 358,943

心身障害者扶養保険業務費 19,381,888 19,381,888
支払保険料 8,926,218 8,926,218
給付金 10,419,868 10,419,868
心身障害者扶養保険業務経費 35,802 35,802

年金担保貸付業務費 3,389,103 3,389,103
借入金利息 636,711 636,711
債券利息 605,095 605,095
債券発行諸費 102,468 102,468
債券発行差金償却 3,666 3,666
業務委託費 1,891,302 1,891,302
年金担保貸付業務経費 82,985 82,985
貸倒引当金繰入 66,875 66,875

労災年金担保貸付業務費 45,982 45,982
業務委託費 34,449 34,449
労災年金担保貸付業務経費 10,270 10,270
貸倒引当金繰入 1,262 1,262

承継債権管理回収業務費
承継債権管理回収業務経費 5,383,840 5,383,840

承継教育資金貸付けあっせん業務費
承継教育資金貸付けあっせん業務経費 30,878 30,878

一般管理費 272,270 49,661 34,465 8,056 39,277 7,463 127,531 10,808 549,534
減価償却費 78,330 4,276 7,864 544 15,149 296 106,460
人件費 1,887,868 329,222 240,675 72,528 124,948 16,091 524,931 45,699 3,241,962

財務費用
支払利息 11,513 11,513

臨時損失 1,344,225 6,333,751 7,677,976
退職手当給付費支払資金繰入 1,344,225 1,344,225
心身障害者扶養保険責任準備金繰入 6,333,751 6,333,751

収益の部 79,735,742 4,156,590 89,372,461 23,954,878 3,798,977 70,820 138,050,329 87,385 339,227,183
運営費交付金収益 3,810,711 634,493 116,455 244,659 33,848 6,033,071 83,553 10,956,790
福祉医療貸付事業収入 60,878,604 60,878,604
経営指導事業収入 29,580 29,580
福祉保健医療情報サービス事業収入 2,628 2,628
基金事業運用収入 3,900,249 3,900,249
退職手当共済事業収入 33,938,480 33,938,480
掛金 33,936,634 33,936,634
給付費支払資金運用等収入 1,846 1,846

心身障害者扶養保険事業収入 23,837,946 23,837,946
受取保険料 8,926,218 8,926,218
保険金 12,670,490 12,670,490
金銭の信託運用益 2,241,238 2,241,238

年金担保貸付事業収入 3,547,704 3,547,704
労災年金担保貸付事業収入 36,857 36,857
承継債権管理回収事業収入 131,996,815 131,996,815
承継教育資金貸付けあっせん事業収入 3,552 3,552
補助金等収益 14,923,689 54,792,033 69,715,722
政府交付金収益 443,635 443,635
国庫補助金収益 24,884,506 24,884,506
都道府県補助金収益 29,907,527 29,907,527
利子補給金収益 14,480,054 14,480,054

資産見返運営費交付金戻入 65,447 6,198 96 3,178 13 74,934
財務収益
受取利息 1,684 324 2,776 13 17,212 22,009

雑益 23,398 1,449 1,257 381 660 89 3,231 280 30,745
臨時利益 254,568 0 254,568
障害者スポーツ支援事業特別準備金戻入益 254,568 254,568
退職手当給付費支払資金戻入益 0 0

総利益又は総損失（△） 443,635 42,580 5,009,720 △ 1,841,890 230,499 987 132,014,027 0 135,899,558
(注）　千円未満を切り捨ててあるので、合計とは端数において合致しないものがある。

区          別

金                     額



資金計画 別表３

平成１８年度資金計画
（単位：千円）

一 般 勘 定
長寿 ・ 子育
て ・ 障 害者
基 金 勘 定

共 済 勘 定保 険 勘 定
年 金 担 保
貸 付 勘 定

労災年金担
保貸付勘定

承継債権管理
回 収 勘 定

承継教育資金
貸付けあっせん
勘 定

計

資金支出 779,079,636 21,247,884 90,240,355 32,098,611 302,043,551 6,184,479 1,014,512,531 3,087,702 2,248,494,751
業務活動による支出 496,673,876 4,111,816 83,012,318 19,462,922 224,254,878 5,866,555 436,583,312 3,087,385 1,273,053,062
福祉医療貸付事業費 73,105,875 73,105,875
福祉医療貸付金による支出 419,700,000 419,700,000
社会福祉事業振興事業費 3,656,852 3,656,852
退職手当共済事業費 82,376,568 82,376,568
心身障害者扶養保険事業費 19,346,086 19,346,086
年金担保貸付事業費 3,106,783 3,106,783
年金担保貸付金による支出 220,900,000 220,900,000
労災年金担保貸付事業費 32,605 32,605
労災年金担保貸付金による支出 5,800,000 5,800,000
承継教育資金の貸付金による支出 3,000,000 3,000,000
人件費支出 1,887,868 329,222 240,675 72,528 124,948 16,091 524,931 45,699 3,241,962
経営指導業務費 87,675 87,675
その他の業務支出 1,892,458 125,742 395,075 44,308 123,147 17,859 5,511,371 41,686 8,151,646
国庫納付金の支払額 430,547,010 430,547,010

投資活動による支出 14,351,530 12,626,690 26,978,220
金銭の信託の増加による支出 12,626,690 12,626,690
有価証券の取得による支出 14,000,000 14,000,000
財政融資資金預託金の増加による支出 351,530 351,530

財務活動による支出 281,013,775 5,009,720 77,212,502 363,235,997
長期借入金の返済による支出 255,993,775 57,212,502 313,206,277
短期借入金の返済による支出 5,009,720 5,009,720
債券の償還による支出 25,020,000 20,000,000 45,020,000

翌年度への繰越金 1,391,985 2,784,538 2,218,317 8,999 576,171 317,924 577,929,219 317 585,227,472

資金収入 779,079,636 21,247,884 90,240,355 32,098,611 302,043,551 6,184,479 1,014,512,531 3,087,702 2,248,494,751
業務活動による収入 365,881,672 3,856,392 89,366,263 21,734,334 233,460,793 5,449,422 583,883,380 3,087,385 1,306,719,641
福祉医療貸付事業収入 59,111,725 59,111,725
福祉医療貸付回収金による収入 287,978,256 287,978,256
経営指導事業収入 29,580 29,580
福祉保健医療情報サービス事業収入 2,628 2,628
基金事業運用収入 3,854,619 3,854,619
退職手当共済事業収入 33,938,480 33,938,480
心身障害者扶養保険事業収入 21,617,498 21,617,498
年金担保貸付事業収入 3,474,476 3,474,476
年金担保貸付回収金による収入 229,738,222 229,738,222
労災年金担保貸付事業収入 35,091 35,091
労災年金担保貸付回収金による収入 5,380,381 5,380,381
承継債権管理回収事業収入 132,482,866 132,482,866
承継融資業務収入 445,347,000 445,347,000
承継教育資金貸付けあっせん事業収入 3,552 3,552
承継教育資金の貸付金受取による収入 3,000,000 3,000,000
運営費交付金収入 3,810,711 634,493 116,455 244,659 33,848 6,033,071 83,553 10,956,790
補助金等収入 14,923,690 54,792,033 69,715,723
その他の業務収入 25,082 1,773 1,257 381 3,436 102 20,443 280 52,754

投資活動による収入 14,376,730 10,355,278 24,732,008
金銭の信託の減少による収入 10,355,278 10,355,278
有価証券の償還による収入 8,000,000 8,000,000
財政融資資金預託金の減少による収入 6,376,730 6,376,730

財務活動による収入 411,600,000 67,000,000 478,600,000
長期借入れによる収入 330,100,000 27,000,000 357,100,000
債券の発行による収入 81,500,000 40,000,000 121,500,000

前年度よりの繰越金 1,597,964 3,014,762 874,092 8,999 1,582,758 735,056 430,629,151 317 438,443,101
(注）　千円未満を切り捨ててあるので、合計とは端数において合致しないものがある。

金                     額

区          別


